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令和６年３月オレンジ勉強会

所有権留保特約付自動車の損害賠償請求について

令和６年３月１５日

弁護士 富岡 大貴

１ 原則

（１） 所有者

修理の予定の有無に関わらず、修理費相当額の損害賠償請求をすることが可

能（民法７０９条）

（２） 使用者

使用者は、当該車両の交換価値を把握しておらず、当然には、損害賠償請求

をすることはできない

２ 使用者が修理をして、修理費を支払ってから請求する場合

（１） 要件（川原田貴弘裁判官の講演録「物損（所有者でない者からの損害賠

償請求）について（以下 「講演録」という （民事交通事故訴訟 損害賠、 。）

償額算定基準２０１７年下巻５６頁 ））」

① 加害者の過失によって、自らが使用する車両が損傷したこと

② 自らが当該車両を修理して、修理費を支払ったこと

（２） 構成

使用者は、所有者が加害者に対して有していた修理費相当額の損害賠償債権

を代位取得する（民法４２２条類推）

３ 使用者が修理をせず、かつ、修理費を支払わずに請求する場合

（１） 要件（講演録５７頁）

① 加害者の過失によって、自らが使用する車両が損傷したこと

② 当該車両の使用者が所有権留保特約付売買の買主であること

③ 当該車両の修理費相当額

④ 自らが当該車両を修理し、かつ、修理費相当額を負担する予定があるこ

と

（２）東京地裁平成２６年１１月２５日判決

「被控訴人は所有権留保車両の使用者であるところ、留保所有権は担保権の

性質を有し、所有者は車両の交換価値を把握するにとどまるから、使用者は、

所有者に対する立替金債務の期限の利益を喪失しない限り、所有者による車両

の占有、使用権原を排除して自ら車両を占有、使用することができる。使用者

はこのような固有の権利を有し、車両が損壊されれば、前記の排他的占有、使

用権原が害される上、所有者に対し、車両の修理・保守を行い、担保価値を維
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持する義務を負っている。したがって、所有権留保車両の損壊は、使用者に対

する不法行為に該当し、使用者は加害者に対し、物理的損傷を回復するために

必要な修理費相当額の損害賠償を請求することができる。その請求にあたり修

理の完了を必要とすべき理由はない 」。

（３）その他の判例

ア 神戸地裁平成８年６月１４日判決（交民集２９・３・８８７）

イ 東京地裁平成１５年３月１２日判決（交民集３６・２・３１３）

修理費については、実際の支出又は支出の予定をしていることが必要とし

たもの

（ ）ウ 京都地裁平成２４年３月１９日判決 自保ジャーナル１８８３・１３３

（４）その他の構成

、 、使用者が 所有者から修理費相当額の損害賠償債権を譲り受けた場合には

使用者が加害者に対して修理費相当額の損害賠償を求めることは当然に可能

４ 全損の場合

（１）修理不能による物理的全損の場合（東京地裁平成２年３月１３日判決）

「自動車が代金完済まで売主にその所有権を留保するとの約定で売買され

た場合において、その代金の完済前に、右自動車が第三者の不法行為により

毀滅するに至ったとき、右の第三者に対して右自動車の交換価格相当の損害

賠償請求権を取得するのは、不法行為当時において右自動車の所有権を有し

ていた売主であって、買主ではないものと解すべきである（最高裁判所昭和

四一年六月二四日第二小法廷判決・裁判集民事八三号三九頁は、この趣旨の

判断を前提とするものと解される 。しかしながら、右売買の買主は、第三。）

者の不法行為により右自動車の所有権が滅失するに至っても売買残代金の支

払債務を免れるわけではなく（民法五三四条一項 、また、売買代金を完済）

するときは右自動車を取得しうるとの期待権を有していたものというべきで

あるから、右買主は、第三者の不法行為後において売主に対して売買残代金

の支払をし、代金を完済するに至ったときには、本来右期待権がその内容の

とおり現実化し右自動車の所有権を取得しうる立場にあったものであるか

ら、民法五三六条二項但し書及び三〇四条の類推適用により、売主が右自動

車の所有権の変形物として取得した第三者に対する損害賠償請求権及びこれ

についての不法行為のからの民法所定の遅延損害金を当然に取得するものと

解するのが相当である 」。

（２）修理費が時価を上回る経済的全損の場合

基本的には分損の場合と同じ

５ 評価損（使用者による評価損に係る損害賠償請求が認められるか）

（１）否定例
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ア 東京地裁平成１５年３月１２日

「評価損は、車両の交換価値の低下であり、車両の所有者に生じるもの

であるところ、前認定のとおり、大東亜物産は、本件事故当時、被害車両

の所有者ではないし、その後代金が完済されたと認めるに足りる証拠もな

いから、被害車両に評価損が生じているか否かを検討するまでもなく、大

東亜物産が評価損を請求することはできない 」。

イ 東京地裁平成２１年１２月２４日

（２）肯定例（大阪地裁平成２７年１１月１９日）

「原告は、本件事故により原告車の市場評価額が下落したとして、評価損

を請求するところ、立替金完済前の段階では、交換価値を把握している留保

権者に損害が生じるのに対し、使用利益を把握しているにすぎない立場の使

用者には損害が生じていないとも考えられる。

しかしながら、本件のように、留保権者が自動車の売主ではなく、立替払

いを行った信販会社であるような場合には、当初から評価損に係る損害賠償

請求権を自らに帰属させ、行使することについてはさほど関心を持っておら

ず、その点については使用者の権利行使に事実上委ねる意向を有していると

一般的にはいえる。また、取引上の評価損が認められる場合、実務上は修理

、 。費の一定額として認定される傾向にあるため 高額とはならないことが多い

したがって、こうした事情を考慮すれば、原告と株式会社オリエントコーポ

レーションとの間では、立替金完済前であっても、取引上の評価損に係る損

害賠償請求権につき、使用者である原告に帰属させ、原告において行使する

との黙示の合意がなされていると認めるのが相当である 」。

以上


